
東伯郡湯梨浜町大字田後字大工給６００番３外

標準的使用と同じ戸建住宅地

一般住宅の中に農家
住宅等が見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 300 50 戸建住宅地

-

(都)(70,240)

羽合地区を中心に住宅団地の開発が盛んであり、湯梨浜町内にお
ける地域間格差が拡大している。

近隣地域外縁は小規模開発等が散見されるが、地域内街路が狭く、
自動車交通にはやや不便である。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。当該地域は町中心部か
らやや遠いが、幹線道路背後で周辺に利便施設が多い既成住宅地域であり、比準価格は地域的に類似する取引事例を収集し
て求めたもので、客観性・検証性に富む試算価格である。したがって、町内の中心的既成住宅地域であり、良好な住環境を
有すること等を勘案し、また、標準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺地域では小規模開発・個別開発が見受けられ、また、生活関連施設への利便性も良好なことから将来も一般住宅地域と
して発展すると予測する。地価水準はやや下落傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

18,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

湯梨浜 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+9.0

+4.0

+25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

倉吉駅
北 3.4km

倉吉
3.4km

(8)

北西4m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,240)

市部に近接する既存の一般
住宅地域である。

基準方位北、４ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

139

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

26,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1％ ％

141.7 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

2,590,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内の宅地開発された分譲住宅地及び町中心部に位置する既成住宅地である。近隣地域は幹線背後の
利便性が優る既成住宅地域で、価格水準はやや高めであるが需要は堅調な地域である。画地規模は一般住宅地としてはやや
小さく、総額は２５０万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



14,989

18,754

17,310

15,845

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

長方形

長方形

ほぼ台
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,300)

(都)
(70,360)

(都)
(70,330)

(都)
(70,400)

更地

更地

建付
地

更地

南西5m町道
中間画地

北東6m道路
中間画地

西5.5m町道
中間画地

南東16m県道
中間画地

14,009 16,70016,673

18,754 19,60019,638

15,551 19,30019,319

16,050 18,70018,685

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

100

/

89.9

95.5

89.6

84.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

49-

（ ）

２０７０
６１

60-

（ ）

２０７０
６２

19-

（ ）

２０７０
６２

21-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.9［

10099.4［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

89.3［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100.7［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0-8.0 交通･接近 -3.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 +3.00.0 交通･接近 -10.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 -6.0-4.0 交通･接近 -7.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 -8.50.0 交通･接近 -10.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 18,600

湯梨浜（県） 1－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

画地規模が小さく、賃貸建物を建築することは困難であり、適用できない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 1－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地内宅地であり、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



東伯郡湯梨浜町大字上浅津字堂ノ本１１５番１１外

標準的使用と同じ低層住宅地

一般住宅の中に農家
住宅等が見られる住
宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 250 50 200 低層住宅地

-

(都)(70,360)

羽合地区を中心に住宅団地の開発が盛んであり、湯梨浜町内にお
ける地域間格差が拡大している。

県立公園に近接する等閑静な住環境を有する一般住宅地域で、外
縁には宅地の小規模開発・個別開発も見受けられる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は地域的類似性が認められる取引事例から求めている。採用した事例は町内の中心的既成住宅地域等であり、実証
性を有する。収益価格は賃貸建物の建築動向・賃料水準等、土地の収益性を反映する試算価格である。したがって、収益価
格が低位に試算されたこと、低金利政策等の金融緩和策による分譲住宅地の販売状況等の需給動向等を勘案しながら、指定
基準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺地域には分譲住宅地が見受けられ、また、閑静な住環境を有することから将来は一般住宅も多くなり、住宅地域として
発展すると予測する。地価水準はやや下落傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 14,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

松崎駅
北西 4.4km

松崎
4.4km

(8)

西6m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,360)

既存集落の外縁にあって、
一般住宅が建ち並ぶ住宅地
域である。

基準方位北、６ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

325

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

14,700 円／㎡

10,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

14,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

湯梨浜（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+8.0

+16.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

18,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

124.6 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

4,780,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 14,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内の集落外縁等に宅地開発された分譲住宅地並びに町中心部等の既成住宅地等である。近隣地域は
町中心部からやや距離があり、宅地開発は停滞していたが、小規模開発や個別開発が散見されるようになってきている。画
地規模は一般住宅地としてはやや大きく、総額は５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

2 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



15,194

14,989

16,773

17,310

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

台形

長方形

台形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,400)

(都)
(70,300)

(都)
(70,400)

(都)
(70,330)

建付
地

更地

建付
地

建付
地

東13m国道
中間画地

南西5m町道
中間画地

北東15m県道
中間画地

西5.5m町道
中間画地

14,368 15,10015,118

14,009 13,50013,528

13,825 14,40014,447

15,551 15,70015,708

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

95.0

100

100.5

110.8

116.1

110.2

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

45-

（ ）

２０７０
６１

49-

（ ）

２０７０
６１

56-

（ ）

２０７０
６２

19-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.9［

10099.3［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.9［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

86.5［

10099.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

89.3［

10099.4［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-7.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-6.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+7.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +4.5-8.0 交通･接近 +6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-13.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+7.0 +8.50.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+7.0 +3.0-4.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 14,700

湯梨浜（県） 2－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,867,854

-

③純収益

⑧収益価格 3,472,420 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

10,700( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.03,438,220 570,366 179,1942,688,660 173,621

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 2－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地内宅地であり、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



2－ 宅地-4湯梨浜（県）

)

２０７０６（収
）

２０７０６（収
） －

－

6

－5

(都)

98.0

125.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

325

260.00130.00

平均専有床面積約４３㎡のファミリータイプ 100.0 外部階段のため

70 400 360

130.00 100.0 130.00
297,9602.0

1,146 148,980
～

260.00 260.00 297,960
595,920

3,575,520297,960

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

5,721595,920

3

0

3,438,220 10,579

％

＝×

14.0 24.0

２

⑤公法上の規制等

町道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,094

1,150

100

100

( )

1,127

1,148

1,146

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

925

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,123(

1,156

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 260.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

143,021

4.03,575,520

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円3,432,499

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 6,800

円

円

円

円

円

円

円

140,400

107,266

245,700

35,100

35,100

0

％50.0

0.4×35,100,000

3.0×3,575,520

査定額

35,100,000 × 14.00× ／ 1000

35,100,000

0.10

× 0.10

35,100,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円2,688,660

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,867,854

2,688,660

179,194

173,621

534

3,438,220

570,366

(

(経費率 円/㎡)

10,700

16.61,755

260.00135,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

570,366

35,100,000

0.0766

8,273

5.0

3,472,420

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

2－ 宅地-5湯梨浜（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



東伯郡湯梨浜町大字田後字宮ケ坪７７番２２

標準的使用と同じ低層住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした新
興住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 50 50 低層住宅地

-

(都)(70,360)

羽合地区を中心に住宅団地の開発が盛んであり、湯梨浜町内にお
ける地域間格差が拡大している。

市部・生活関連施設へ近接し良好な利便性を有する新興住宅地域
であり、周辺地域を含め多くの宅地開発が見受けられる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は地域的類似性が認められる取引事例から求めている。取引事例は町内各所の代替関係にある分譲住宅地を収集し
ている。収益価格は賃貸建物の建築動向・賃料水準等、土地の収益性を反映する試算価格である。したがって、収益価格が
低位に試算されたこと、低金利政策等を追い風に住宅着工数は堅調に推移し、宅地需要も堅調であるが、景況に不透明さが
あること等を勘案しながら、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

倉吉市・山陰道ＩＣに近く、また、生活関連施設が多く、利便性が良好な一般住宅地域であることから今後も発展すると予
測する。堅調な宅地需要が続き、分譲住宅地開発も活発で、地価水準は横這い傾向と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 26,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
北東 4km

倉吉
4km

(8)

東6m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,360)

市部に近接し、近年宅地開
発が盛んな一般住宅地域で
ある。

基準方位北、６ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

203

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,500 円／㎡

17,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

26,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

湯梨浜（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-7.0

+3.5

-26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

18,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

71.2 ］

98.9［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

5,380,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内の宅地開発された分譲住宅地並びに町中心部の一般住宅地である。宅地開発は羽合地区を中心に
活発であり、農地が宅地転用されるのみではなく、多くの遊休地等が再分割され分譲住宅地へと移行しており、住宅地の需
要は多い。画地規模は一般住宅地としては標準的で、総額は５４０万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

3 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



26,489

28,037

24,969

29,290

27,911

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ台
形

長方形

長方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,360)

(都)
(80,360)

(都)
(70,400)

(都)
(80,360)

(都)
(70,360)

更地

更地

更地

更地

更地

東6m町道
中間画地

西6m町道､北
4.5m
角地

西6m道路､北東
8m
二方路

西6m町道､東6m
二方路

東6m道路
中間画地

26,621 24,90024,618

28,734 28,50028,206

25,219 24,70024,503

30,169 25,20024,991

28,190 29,20028,923

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

107.6

99.4

101.9

117.2

96.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

19-

（ ）

２０７０
６１

22-

（ ）

２０７０
６１

48-

（ ）

２０７０
６１

58-

（ ）

２０７０
６２

18-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.5［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

+6.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.05

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +1.5

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -3.00.0 交通･接近 +2.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -1.50.0 交通･接近 +3.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +10.00.0 交通･接近 +4.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -1.50.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 26,500

湯梨浜（県） 3－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

1,855,548

-

③純収益

⑧収益価格 3,449,440 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

17,000( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,216,911 361,363 178,0081,677,540 172,472

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 3－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

造成可能な素地はなく、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



3－ 宅地-4湯梨浜（県）

)

２０７０６（収
）

２０７０６（収
） －

－

7

－6

(都)

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

203

162.4081.20

平均専有床面積約４０㎡のファミリータイプ 100.0 外部階段のため

70 400 360

81.20 100.0 81.20
192,1202.0

1,183 96,060
～

162.40 162.40 192,120
384,240

2,305,440192,120

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

3,689384,240

3

0

2,216,911 10,921

％

＝×

12.0 17.0

２

⑤公法上の規制等

町道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,123

1,156

100

100

( )

1,156

1,185

1,183

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,197

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,195(

1,197

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 162.40 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

92,218

4.02,305,440

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,213,222

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 7,500

円

円

円

円

円

円

円

87,600

69,163

153,300

21,900

21,900

0

％50.0

0.4×21,900,000

3.0×2,305,440

査定額

21,900,000 × 14.00× ／ 1000

21,900,000

0.10

× 0.10

21,900,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円1,677,540

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

1,855,548

1,677,540

178,008

172,472

850

2,216,911

361,363

(

(経費率 円/㎡)

17,000

16.31,780

162.40135,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

361,363

21,900,000

0.0766

8,264

5.0

3,449,440

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

3－ 宅地-5湯梨浜（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



東伯郡湯梨浜町大字門田字鯰１２７１番６

標準的使用と同じ低層住宅地

中規模住宅が多い郊
外の分譲住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 150 50 低層住宅地

-

(都)(70,360)

羽合地区を中心に住宅団地の開発が盛んであり、湯梨浜町内にお
ける地域間格差が拡大している。

倉吉市のベッドタウンである。商業施設等利便施設は倉吉市に依
存しているが、東郷小学校等町内施設は遠距離となっている。

個別的要因に変動はない。

比準価格は地域的類似性が認められる取引事例から求めている。取引事例は町内の分譲住宅地を中心に収集している。収益
価格は賃貸建物の建築動向・賃料水準等、土地の収益性を反映する試算価格である。したがって、収益価格が低位に試算さ
れたこと、低金利政策等の金融緩和策により住宅着工数は復調し、分譲住宅地の需要が堅調に推移していること等を勘案し
ながら、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

町中心部から遠いが、倉吉市に近接し開発された住宅団地で、病院・店舗等各種施設は同市に依存するベッドタウンとなっ
ており、今後も一般住宅地域として発展していくと予測する。地価水準は横這い傾向と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
東 2.4km

倉吉
2.4km

(8)

南西6m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,360)

街路整然とした湯梨浜町郊
外の分譲住宅地域である。

基準方位北、６ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

204

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

22,000 円／㎡

15,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

22,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

湯梨浜（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-7.0

+8.0

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

18,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

85.4 ］

98.9［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

4,490,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 22,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、「羽合」・「東郷」両地区の宅地開発された住宅団地並びに一般住宅地域である。近隣地域は倉吉市のベッ
ドタウンとして開発されており、町内の各種施設からは遠いが、通勤・買物等の優位性から一定の需要があり価格競争力を
有する。近年東郷地区中心部で宅地開発が散見されたが、外縁部では余り見受けられない。画地規模は一般住宅地としては
標準的で、総額は４５０万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

4 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



31,456

18,754

22,385

22,236

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

長方形

長方形

ほぼ台
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(80,360)

(都)
(70,360)

(都)
(70,360)

(都)
(70,400)

更地

更地

更地

更地

西6m町道､東6m
二方路

北東6m道路
中間画地

北西6m道路
中間画地

南東16m県道
中間画地

32,400 25,30025,025

18,754 18,50018,314

22,385 22,10021,860

22,681 22,20021,972

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

125.7

102.4

102.4

101.2

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

55-

（ ）

２０７０
６１

60-

（ ）

２０７０
６１

61-

（ ）

２０７０
６２

20-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

+10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 +12.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +4.50.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +4.50.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+5.0 -6.00.0 交通･接近 +2.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 22,000

湯梨浜（県） 4－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

1,847,780

-

③純収益

⑧収益価格 3,150,480 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

15,400( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,208,996 361,216 162,5801,685,200 157,524

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 4－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

造成可能な素地はなく、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



4－ 宅地-4湯梨浜（県）

)

２０７０６（収
）

２０７０６（収
） －

－

7

－6

(都)

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

204

163.2081.60

平均専有床面積約４１㎡のファミリータイプ 100.0 外部階段のため

70 400 360

81.60 100.0 81.60
191,4342.0

1,173 95,717
～

163.20 163.20 191,434
382,868

2,297,208191,434

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

3,676382,868

3

0

2,208,996 10,828

％

＝×

12.0 17.0

２

⑤公法上の規制等

町道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,123

1,156

100

100

( )

1,156

1,175

1,173

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,197

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,195(

1,197

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 163.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

91,888

4.02,297,208

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,205,320

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 6,300

円

円

円

円

円

円

円

88,000

68,916

154,000

22,000

22,000

0

％50.0

0.4×22,000,000

3.0×2,297,208

査定額

22,000,000 × 14.00× ／ 1000

22,000,000

0.10

× 0.10

22,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円1,685,200

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

1,847,780

1,685,200

162,580

157,524

772

2,208,996

361,216

(

(経費率 円/㎡)

15,400

16.41,771

163.20135,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

361,216

22,000,000

0.0766

8,261

5.0

3,150,480

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

4－ 宅地-5湯梨浜（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



東伯郡湯梨浜町大字泊字屋敷７８３番

標準的使用と同じ戸建住宅地

一般住宅が多い旧泊
村の中心部の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 戸建住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

羽合地区が湯梨浜町の中心地域として発展しており、泊地区は衰
退傾向と地域間格差が拡大してきている。

当該地域は、泊地区中心部の既成住宅地域であるが、住民の高齢
化・減少、それに伴う空き家の増加が漸進している。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。比準価格は湯梨浜町中
心部からやや遠い既成一般住宅地域等の取引事例と当該地域との地域的特性を十分比較考量したもので、客観性・検証性に
富む試算価格である。したがって、泊地区の中心的既成住宅地域であるが、住民が高齢化し空き家も目立つ等地域要因の変
動状況を勘案し、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

港湾を要とする古くからの既成住宅地域であり、役場・病院等が近く住環境は良好である。空き家も目立つようになったが、
戸建住宅地域として推移していくものと予測する。地価水準は下落傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 11,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

泊駅
北東 800m

泊
800m

(8)

西6m県道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

泊地区の中心的住宅地域で
、店舗等も散見される。

基準方位北、６ｍ
県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

181

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

1,940,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町中心部からやや遠い地域を中心とした既成住宅地域である。近隣地域は泊地区の中心部であるが、
近年は住民の高齢化に伴い人口・世帯数の減少が進行し衰退傾向が顕著で、取引も少なくなっている。画地規模は一般住宅
地として適当な規模で、総額は２００万円前後と小額である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

5 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



15,244

8,295

10,675

10,489

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

都計外

(都)
(70,400)

都計外

(都)
(80,400)

建付
地

更地

更地

建付
地

西8.5m国道
中間画地

南7m町道
中間画地

南東6.5m県道､
南西1.9m
角地

南5m町道､東
4.5m､北21m
三方路

15,523 11,80011,826

7,079 9,0509,046

7,182 10,70010,675

8,134 11,20011,206

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

/

80.0

128.9

91.7

100

93.6

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

21-

（ ）

２０７０
６１

54-

（ ）

２０７０
６２

5-

（ ）

２０７０
６３

23-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

66.2［

10098.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.9［

10097.9［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+17.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+7.00.0 交通･接近 +3.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-15.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -1.50.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-28.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0-8.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -1.50.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 10,700

湯梨浜（県） 5－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

自己所有の戸建住宅地域であり、民間の賃貸住宅が存在せず、賃貸市場が発達していない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 5－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

造成可能な素地はなく、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ
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標準的使用と同じ戸建住宅地

農家住宅が多い古く
からの住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 200 戸建住宅地

-

都計外

羽合地区が湯梨浜町の中心地域として発展しており、泊地区は衰
退傾向と地域間格差が拡大してきている。

当該地域は、旧県道沿いの既存住宅地域であり、目立った価格形
成要因の変動はないものと判断される。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。比準価格は町内の農家
集落等から規範性を有する取引事例を収集し、地域的特性を十分比較考量したもので、客観性・検証性に富む試算価格であ
る。したがって、街路狭隘な泊地区にあって良好な街路条件を有し、目立った地域要因の変化はないが、長期的な衰退傾向
にあること等を勘案し、また、標準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

街路条件は良好であるが、泊地区中心部からやや遠い農家集落であり、集落内には農地等も散見され、現状のまま戸建住宅
地域として推移していくものと予測する。地価水準は下落傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 6,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

5,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

湯梨浜 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-3.5

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

泊駅
南西 1.8km

泊
1.8km

(8)

北西9m町道

都計外

（その他）　　　　

旧県道沿いの街路条件の良
好な住宅地域である。

基準方位北、９ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

759

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 42.0  ｍ、　規模 670  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,850 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

5,450 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

92.7 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

4,440,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,850 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内の海岸部や山裾に位置し、価格水準のやや低い既成住宅地域及び農家集落である。近隣地域は旧
県道沿いの住宅地域であったが、現在は県道背後の戸数が少ない既成住宅地域となっており長期的衰退傾向にある。画地規
模が相当大きく、総額は４５０万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



7,084

5,392

6,284

3,966

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,400)

(都)
(70,240)

(都)
(70,400)

都計外

建付
地

建付
地

更地

更地

南9m町道
中間画地

西2.9m町道､東
2.5m
二方路

南東10m県道
中間画地

南2.5m道路
中間画地

4,630 5,9605,963

5,420 5,7105,712

6,000 5,9605,956

3,217 5,7605,756

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

70.0

100

/

/

118.8

94.4

105.5

68.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

53-

（ ）

２０７０
６３

24-

（ ）

２０７０
６３

25-

（ ）

２０７０
６３

28-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.0［

10099.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

10097.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.0［

10097.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

78.2［

10096.4［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+16.5

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 +3.00.0 交通･接近 -3.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +5.50.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-15.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-7.0 -22.0-8.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 5,850

湯梨浜（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

農家集落であり、賃貸市場がない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 6－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

農家集落であり、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



東伯郡湯梨浜町大字門田字屋敷４２６番

標準的使用と同じ戸建住宅地

農家住宅が多い古く
からの住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北350 100 150 100 戸建住宅地

-

(都)(70,240)

羽合地区は中心地として発展し、湯梨浜町内の地域間格差が拡大
している。東郷地区は駅周辺や近隣地域周辺で県道整備が進捗し
ている。

近くに町立中学校が開校したり、県道の整備が進捗したり、東郷
池湖畔に住宅団地が完成するなど周辺地域に変動が見られる。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。比準価格は町内の類似
する農家集落等と近隣地域との地域的特性を十分比較考量したもので、客観性・検証性に富む試算価格である。したがって、
街路狭隘な農家集落であるが、幹線道路に近接し、地域環境が改善されてきていること等も勘案し、標準地との検討を踏ま
え、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

町中心部から遠い農家集落であるが、県道整備や町立中学校の開校等周辺環境が改善されつつある。近年は周辺で宅地開発
は見受けられず、現状のまま推移していくものと予測する。地価水準はやや下落傾向と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

8,480

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

湯梨浜 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-10.5

-12.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

松崎駅
西 3.4km

松崎
3.4km

(8)

北東3m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,240)

道路狭隘な県道背後の農家
集落である。

基準方位北、３ｍ
町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

976

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

33.0  ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 920  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

6,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

79.1 ］

98.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

8,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内に散在する農家集落等である。湯梨浜町中心部に近接し、周辺は県道等の街路整備も進んでおり、
また、近くに町立中学校が開校、湖畔に大規模住宅団地が完成等地域環境が改善してきている。画地規模はその性質上相当
の大きさとなり、総額は８００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



8,295

10,675

6,219

5,216

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

長方形

ほぼ台
形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,400)

都計外

(都)
(70,400)

(都)
(70,300)

更地

更地

建付
地

建付
地

南7m町道
中間画地

南東6.5m県道､
南西1.9m
角地

北9m県道
中間画地

北5m町道
中間画地

7,079 8,0108,014

7,182 9,6809,678

5,140 8,0008,004

2,099 8,3108,306

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

90.0

70.0

103.5

110.3

77.7

62.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

54-

（ ）

２０７０
６２

5-

（ ）

２０７０
６３

26-

（ ）

２０７０
６３

29-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.0［

10099.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

66.2［

10098.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

86.5［

10094.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

55.3［

10096.2［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+2.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-15.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.00.0 交通･接近 -1.5

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-28.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+4.0 +4.0-8.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-13.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+5.0 -28.50.0 交通･接近 +3.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

-44.7

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -36.50.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 8,500

湯梨浜（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

農家集落であり、賃貸市場がない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 7－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

農家集落であり、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



東伯郡湯梨浜町大字松崎字仲町４１４番

標準的使用と同じ戸建住宅地

一般住宅の中に店舗
等が見られる既成住
宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 200 300 戸建住宅地

-

(都)(70,330)

羽合地区が湯梨浜町の中心地域として発展しており、湯梨浜町内
の地域間格差が拡大してきている。

旧松崎宿の町屋住宅が建ち並ぶ地域で、街路系統・画地形状に難
点があるが、徐々に空き家等の取引が見受けられるようになって
いる。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。比準価格は湯梨浜町内
の一般住宅地域等と当該地域との地域的特性を十分比較考量したもので、客観性・検証性に富む試算価格である。したがっ
て、街路条件の悪い既成住宅地域ではあるが、徐々に空き地・空き家の取引が見受けられること等地域要因の変動状況を勘
案し、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

駅前から伸びる旧街道沿いの住宅地域で、店舗兼住宅も多い。道路の連続性が劣り、画地の間口の狭い土地が多いが、閑静
な住宅地域で、現状のまま推移していくと予測する。地価水準はやや下落傾向になると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 15,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

松崎駅
北東 400m

松崎
400m

(8)

南東5.5m町道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,330)

旧幹線道路沿いで駅前を中
心に一般住宅、店舗兼住宅
が建ち並ぶ既成住宅地域で
ある。

基準方位北、５．
５ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

350

( )

⑨法令上の規制等

1:5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 41.0  ｍ、　規模 290  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

14,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

14,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

湯梨浜（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.5

+7.0

+16.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

18,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

127.8 ］

98.9［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

5,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 14,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、湯梨浜町内の既成住宅地域である。画地規模は一般住宅地としては大きく、また、間口が狭く奥行が長い細
長い画地が多く、現在の一般住宅を建築するにはやや不向きである。また、画地規模が大きいことから、総額は５００万円
前後とやや割高である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

湯梨浜（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

湯梨浜（県） －

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



12,369

15,194

24,220

23,562

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ整
形

台形

ほぼ長
方形

ほぼ正
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,400)

(都)
(70,400)

(都)
(80,360)

(都)
(70,360)

更地

建付
地

更地

貸家
建付
地

北西16.5m県道
中間画地

東13m国道
中間画地

北東6m町道､南
東4m
角地

北東6m町道
中間画地

10,807 12,80012,532

14,368 15,30014,984

20,684 15,80015,496

20,028 15,40015,075

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

/

85.0

98.7

101.4

156.3

156.3

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

20-

（ ）

２０７０
６１

45-

（ ）

２０７０
６２

22-

（ ）

２０７０
６３

30-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

86.5［

10099.0［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.9［

10099.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.4［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

-8.5

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-13.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+9.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-6.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+9.0 -6.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-14.6

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+6.0 +36.50.0 交通･接近 +8.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+6.0 +36.50.0 交通･接近 +8.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 14,800

湯梨浜（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

自己所有の戸建住宅地域であり、民間の賃貸住宅が存在せず、賃貸市場が発達していない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

湯梨浜（県） 8－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地内宅地であり、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ


